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２．普通会計総括 

 

 純計操作後の令和元年度の普通会計決算は、歳入総額 8,631,193 千円、歳出総額 8,115,229

千円となり、歳入歳出差引 515,964 千円の黒字決算となった。なお、歳出決算額が前年度

10,723,129 千円から△2,607,900 千円（△24.3%）と大きく減額となっているのは、長年の懸

案事項であった老朽化した三郷中学校の建替事業が前年度に完了したことによるものである。 

  

まず、歳入決算額を見てみると、前年度比△2,652,064 千円（23.5％減）と大幅な減額とな

っている。構成比の高い町税と地方交付税について前年度決算額と比較してみると、町税では、

2,150,384 千円で前年度比 19,665 千円（0.9％増）と若干の増、また町税と同程度の構成比を

占める地方交付税についても 2,495,962 千円となり、前年度比 75,869 千円（3.1%増）で若干

の増額となった。 

 次に増減額の大きい区分を見てみると、国庫支出金では、庁舎、小学校、図書館において空

調機や照明設備等を消費電力が少ない機器への更新する「カーボン・マネジメント強化事業費

補助金」などにより、前年度比339,283千円（38.2％増）の1,226,396千円となった。 

一方、町債では、前年度に中学校建替事業において、交付税算入率が高く町財政に有利な地

方債の借入れ（2,316,300千円）があったことから、前年度比△2,509,800千円（86.2％減）

の401,100千円と大幅な減額となった。また繰入金においても前年度に公営企業法適用化によ

る下水道事業特別会計閉鎖に伴い、下水処理施設管理基金の一部を下水道事業特別会計から一

般会計へ繰り入れたこともあり、前年度比△380,960千円（66.9％減）の188,368千円と大幅

な減額となった。加えて、県支出金では、東信貴ケーブルカーの信貴山下駅前への移設にあた

り、「もっと良くなる奈良県市町村応援補助金」を活用したものの、前年度に「地域密着型サ

ービス施設等整備促進事業補助金」（168,521千円）があったことなどから、前年度比△102,600

千円（14.7％減）の595,335円の減額となった。 

 

次に、歳出決算の主な内容を性質別に見ると、普通建設事業費では、前年7月にＳＤＧｓ未

来都市に選定され、カーボン・マネジメント強化事業や庁舎、福祉保健センターに蓄電池・太

陽光発電設備を設置するなど環境に配慮した事業を進めたが、前年度に三郷中学校の建替事業

が完成したことなどから前年度比△2,325,491 千円（71.2％減）の 941,930 千円と大幅な減額

となった。また補助費等では、前年度に地域密着型特別養護老人ホーム整備補助・三室園の耐

震改修の費用を補助したことなどで前年度比△223,145 千円（18.6％減）の976,233 千円とな

った。次に義務的経費である人件費では前年度比 60,306 千円（3.9％増）の 1,588,185 千円、

扶助費では前年度比 34,532 千円（2.4％増）の 1,497,453 千円、公債費では前年度比 22,771

千円（4.4％増）の 537,533 千円となったことで、一般財源総額に占める義務的経費の構成比

としては42.3％となり、前年度に比べ1.4ポイントの増となった。 

  

 このように、各種事業を実施するにあたり、国や県の補助金等の確保に努めながら、財源の

確保に努め、その他の支出については可能な限り単独事業費の抑制に努めたことで、令和元年

度決算における普通会計の実質収支は395,311千円の黒字となった。  

















10　歳入主要科目別過去10ヶ年の推移

　（単位：百万円）

区    分 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

町 税 2,167 2,141 2,126 2,105 2,158 2,157 2,152 2,176 2,131 2,150

地方交付税 2,175 2,288 2,315 2,363 2,327 2,361 2,339 2,430 2,420 2,496

国庫支出金 798 642 635 1,012 1,100 911 1,050 918 887 1,226

県 支 出 金 394 545 483 416 530 503 596 512 698 595

町 債 579 301 254 628 1,510 387 478 1,147 2,911 401

そ の 他 1,854 1,518 3,383 2,661 1,769 1,570 2,852 2,765 2,236 1,763

合 計 7,967 7,435 9,196 9,185 9,394 7,889 9,467 9,948 11,283 8,631

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

（百万円）

その他

町債

県支出金

国庫支出金

地方交付税

町税
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11　町税の状況

（単位：千円,％）

令和元年度 平成30年度

構成比 構成比

（C）

法定普通税 94.4 94.4

54.0 53.7

35.7 36.0

2.1 2.1

2.6 2.6

目的税 5.6 5.6

0.1 0.1

5.5 5.5

100.0 100.0

※　目的税である都市計画税は下水道整備事業の財源として、また入湯税は観光振興事業の財源として、それぞれ充当しています。

12　町税の徴収状況 13　不納欠損処分の状況

　（単位：％） 　（単位：件、千円）

99.6 99.5

16.8 13.5

95.8 95.3

1,282

法人町民税 1 74

合 計

15

5

46

軽自動車税

36

113

都市計画税

196

（Ａ）

決算額

（Ｂ）

2,030,917 2,011,137

決算額

2,259

117,208

2,150,384

1,161,079

767,375

45,873

56,590

117,302

2,130,719

1,144,728

766,294

43,976

56,139

区　　　　分

合     計

増減額

19,780

16,351

1,081

1,897

都市計画税

451

△ 115

町民税

軽自動車税

町たばこ税

119,582119,467

2,280

固定資産税

滞納繰越分

金 額

863

△ 2.1

入湯税

△ 0.1

△ 0.9△ 21

△ 94

19,665

△ 5.3

△ 8.9

0.1

4.3

0.8

△ 5.2△ 0.1

比較（A-B) 増減率

0.9

前年度
30年度と29年度の

対比

4.4

△ 1.9

1.4

1.0 △ 1.9

C/B*100

△ 0.1

△ 4.7

合計

令和元年度 平成30年度 件 数

18

7

税 目

個人町民税

固定資産税

現年課税分

町民税

54.0%

固定資産税

35.7%

軽自動車税

2.1%

町たばこ税

2.6%

入湯税

0.1%
都市計画税

5.5%
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14　地方交付税の状況

（単位：千円,％）

比較（A-B)

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 C/B*100 前年度

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） 30年度と29年
度の対比

2,212,912 88.7 2,143,390 88.6 69,522 3.2 △ 0.1

283,050 11.3 276,703 11.4 6,347 2.3 △ 2.9

2,495,962 100.0 2,420,093 100.0 75,869 3.1 △ 0.4

地方交付税の推移（５ヶ年）

令和元年度 平成30年度 増減率

合 計

普 通 交 付 税

特 別 交 付 税

区　　　　分

27 28 29 30 元

普通交付税 2,090,808 2,061,922 2,145,520 2,143,390 2,212,912

特別交付税 269,920 276,668 284,968 276,703 283,050

0

500,000

1,000,000

1,500,000

2,000,000

2,500,000

3,000,000

千円
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15　町債発行額及び地方債残高の推移

区    分 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

町 債 発 行 額 579.2 301.0 254.3 628.3 1,509.5 387.1 477.6 1,147.1 2,910.9 401.1

地 方 債 残 高 6,514 6,022 5,568 5,548 6,441 6,354 6,351 7,041 9,487 9,400

（単位：百万円）

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

200.0
300.0
400.0
500.0
600.0
700.0
800.0
900.0

1,000.0
1,100.0
1,200.0
1,300.0
1,400.0
1,500.0
1,600.0
1,700.0
1,800.0
1,900.0
2,000.0
2,100.0
2,200.0
2,300.0
2,400.0
2,500.0
2,600.0
2,700.0
2,800.0
2,900.0
3,000.0

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

（百万円）（百万円） 町債発行額 地方債残高
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16　目的別歳出の状況

        （単位：千円,%）

比較（A-B)

決算額（Ａ） 構成比 決算額（B） 構成比 増減額（C） C/B*100
前年度
30年度と29
年度の対比

議会費 105,845 1.3 106,656 1.0 △ 811 △ 0.8 △ 1.0

総務費 1,091,647 13.5 851,058 8.0 240,589 28.3 △ 59.7

民生費 3,095,962 38.2 3,227,483 30.1 △ 131,521 △ 4.1 13.0

衛生費 757,123 9.3 918,470 8.6 △ 161,347 △ 17.6 18.1

農林業費 42,171 0.5 41,822 0.4 349 0.8 2.4

商工費 238,084 2.9 45,535 0.4 192,549 422.9 20.8

土木費 765,506 9.4 952,715 8.9 △ 187,209 △ 19.7 10.7

消防費 306,839 3.8 335,228 3.1 △ 28,389 △ 8.5 11.4

教育費 1,174,519 14.5 3,670,832 34.2 △ 2,496,313 △ 68.0 110.1

災害復旧費 0.0 58,568 0.5 △ 58,568 △ 100.0 234.7

公債費 537,533 6.6 514,762 4.8 22,771 4.4 0.2

合    計 8,115,229 100.0 10,723,129 100.0 △ 2,607,900 △ 24.3 14.4

区 分

令和元年度 平成30年度 増減率

議会費

1.3%

総務費

13.5%

民生費

38.2%
衛生費

9.3%

農林業費

0.5%

商工費

2.9%

土木費

9.4%

消防費

3.8%

教育費

14.5%

公債費

6.6%
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17　性質別歳出の状況

       （単位：千円，％）

比較（A-B)

決算額（Ａ） 構成比 決算額（B） 構成比 増減額（C） C/B*100
前年度
30年度と29
年度の対比

人件費 1,588,185 19.6 1,527,879 14.3 60,306 3.9 2.1

物件費 1,516,820 18.7 1,589,540 14.8 △ 72,720 △ 4.6 15.8

維持補修費 14,504 0.2 25,769 0.2 △ 11,265 △ 43.7 0.3

扶助費 1,497,453 18.5 1,462,921 13.7 34,532 2.4 △ 2.9

補助費等 976,233 12.0 1,199,378 11.2 △ 223,145 △ 18.6 △ 24.6

普通建設事業費 941,930 11.6 3,267,421 30.5 △ 2,325,491 △ 71.2 162.0

公債費 537,533 6.6 514,762 4.8 22,771 4.4 0.2

積立金 198,597 2.4 175,127 1.6 23,470 13.4 △ 66.9

投資出資貸付金 0 0.0 100,035 0.9 △ 100,035 △ 100.0 21934.1

災害復旧事業費 0 0.0 58,568 0.5 △ 58,568 △ 100.0 234.7

繰出金 843,974 10.4 801,729 7.5 42,245 5.3 △ 25.3

合　　　計 8,115,229 100.0 10,723,129 100.0 △ 2,607,900 △ 24.3 14.4

区　　　　分

増　減　率令和元年度 平成30年度

人件費

19.6%

物件費

18.7%

維持補修費

0.2%

扶助費

18.5%

補助費等

12.0%

普通建設事業費

11.6%

公債費

6.6%

積立金

2.4%
繰出金

10.4%
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18　性質別歳出主要科目別過去10ヶ年の推移

 　（単位：百万円）

区    分 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

人件費 1,328 1,387 1,399 1,435 1,471 1,513 1,500 1,497 1,528 1,588

扶助費 1,102 1,129 1,114 1,210 1,369 1,392 1,464 1,507 1,463 1,497

公債費 971 911 814 741 700 550 546 514 515 538

物件費 976 1,067 1,085 1,176 1,100 1,367 1,611 1,372 1,590 1,517

補助費等 634 803 720 676 830 686 1,714 1,591 1,199 976

普通建設費 1,113 167 1,840 881 2,285 428 748 1,247 3,267 942

その他 1,401 1,451 1,130 2,470 1,313 1,401 1,604 1,646 1,161 1,057

合　　計 7,525 6,915 8,102 8,589 9,068 7,337 9,187 9,374 10,723 8,115

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

22 23 24 25 26 27 28 29 30 元

（百万円）

その他

普通建設費

補助費等

物件費

公債費

扶助費

人件費
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19　人件費の内訳

決算額 構成比 決算額 構成比 増減額 増減率

１．議員報酬手当 61,238 3.8 62,855 4.0 △ 1,617 △ 2.6

２．委員等報酬 19,212 1.2 17,356 1.1 1,856 10.7

３．特別職の給与 36,209 2.3 26,986 1.8 9,223 34.2

４．職　員　給 1,066,175 66.8 1,061,060 69.1 5,115 0.5

（ア）　給料 529,119 33.2 543,483 35.4 △ 14,364 △ 2.6

（イ）　扶養手当 16,678 1.0 16,421 1.1 257 1.6

内 （ウ）　地域手当 34,393 2.2 34,867 2.3 △ 474 △ 1.4

（エ）　住居手当 6,333 0.4 6,510 0.4 △ 177 △ 2.7

（オ）　通勤手当 6,390 0.4 6,417 0.4 △ 27 △ 0.4

（カ）　特殊勤務手当 133 0.0 98 0.0 35 35.7

（キ）　時間外勤務手当　　 26,505 1.7 16,287 1.1 10,218 62.7

（ク）　宿日直手当 0.0 0 0.0 0 －

（ケ）　管理職員特別勤務手当 49 0.0 0 0.0 49 －

（コ）　管理職手当 27,092 1.7 22,395 1.5 4,697 21.0

訳 （サ）　期末勤勉手当 227,646 14.3 232,800 15.2 △ 5,154 △ 2.2

（シ）　児童手当 7,930 0.5 8,190 0.5 △ 260 △ 3.2

（ス）　臨時職員給与 183,907 11.5 173,592 11.3 10,315 5.9

５．地方公務員共済組合負担金 204,215 12.8 208,967 13.6 △ 4,752 △ 2.3

６．退職手当組合負担金 179,493 11.2 130,739 8.5 48,754 37.3

７．地方公務員災害補償基金負担金 1,417 0.1 1,471 0.1 △ 54 △ 3.7

８．非常勤消防公務災害共済負担金 23 0.0 23 0.0 0 0.0

９．社会保険料 28,133 1.8 26,612 1.7 1,521 5.7

1,596,115 100.0 1,536,069 99.9 60,046 3.9

　事業費支弁に係る職員の人件費 0 0.0 0 0.0 0 0.0

1,596,115 100.0 1,536,069 100.0 60,046 3.9

20　職員数の状況

（単位：人）

区分 R2.4.1現在

議 会 3

総 務 34

税 務 8

民 生 37

衛 生 31

農 林 2

商 工 2

土 木 9

教 育 24

合 計 150

※　臨時職員等は含まれておりません。

区　　　　　　　分

計

合　計

　（単位：千円，％）

令和元年度 平成30年度 比　　　較

8

38

31

2

23

8

37

31

1 1

12

23

H31.4.1現在

3

31

3

32

149 149

H31.3.31現在

3

32

8

12

2

24

151

37

32

2

1

12

R2.3.31現在
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21　地方債現在高状況及び借入先別現在高状況

平 成 30 年 令 和 元 年 令 和 元 年

度 末 度 度 末

現 在 高 発 行 額 元 金 利 子 計 現 在 高

3,690,475 93,900 33,533 12,610 46,143 3,750,842

(488,900) (7,200) (14,735) (2,973) (17,708) (481,365)

(3,151,500) (67,300) (9,061) (9,061) (3,218,800)

2,050 680 9 689 1,370

35,600 1 1 35,600

614,346 76,400 37,371 4,259 41,630 653,375

26,253 1,146 248 1,394 25,107

561,939 1,200 37,245 5,549 42,794 525,894

77,241 18,525 282 18,807 58,716

3,297,062 228,000 233,530 14,265 247,795 3,291,532

9,487,049 401,100 488,059 49,321 537,380 9,400,090

財務省 3,572,349 228,000 212,576 20,941 233,517 3,587,773

旧郵政公社 442,581 69,599 5,502 75,101 372,982

地方公共団
体金融機構

4,622,802 19,000 67,720 18,615 86,335 4,574,082

市中銀行 816,501 154,100 115,268 4,263 119,531 855,333

奈良県 32,816 22,896 22,896 9,920

9,487,049 401,100 488,059 49,321 537,380 9,400,090

（単位：千円）

区 分
令 和 元 年 度 償 還 額 令和元年度

発行額の説明

一般公共事業債 595,435 1,600 34,991 4,687 39,678 562,044 道路整備

借

入

先

別

臨時財政対策債

ウェルネスパークしぎさん

一般公共事業債のうち
交付税算入分

道路舗装整備

うち(新)緊急防災・減災
事業債

サテライトオフィス非常用電源・消
防積載車

全国防災事業債

公営住宅建設事
業債

586,648 91,038

庁舎、福祉保健センター蓄電
池・太陽光発電設備・南畑幼
稚園蓄電池・太陽光発電設備
設計

うち公共施設等適性管理
推進事業債

教育・福祉施設
等整備事業債

(旧)緊急防災・
減災事業債

災害復旧事業債

一般単独事業債

7,411 98,449 495,610

合 計

臨時税収補てん
債

合 計

財源対策債

減税補てん債

臨時財政対策債
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22　基金の状況

（単位：円）

平成30年度末 令和元年度末

現 在 高 積　立　金 とりくずし 現 在 高

現 金 1,206,252,168 1,012,641 1,207,264,809

現 金 75,892,357 1,027,113 76,919,470

現 金 155,132,175 73,055,455 40,818,800 187,368,830

地域振興（高齢者） 現 金 31,339,505 3,134 3,134 31,339,505

地域福祉基金 現 金 163,901,173 16,391 13,030,391 150,887,173

社 会 福 祉 振 興 基 金 現 金 36,613,710 821,589 8,923,589 28,511,710

観 光 産 業 振 興 基 金 現 金 18,590,760 3,994,294 490,765 22,094,289

森 林 環 境 基 金 現 金 0

財政調整基金 現 金 241,734,775 87,050 241,821,825

高額療養費貸付基金 現 金 3,000,000 3,000,000

現 金 122,011,830 7,071,502 20,000,000 109,083,332

土 地 開 発 基 金 現 金 105,355,395 43,717 105,399,112

都 市 計 画 基 金 現 金 8,511,479 117,208,854 125,000,000 720,333

育 英 振 興 基 金 現 金 7,921,580 718,820 8,640,400

文 化 振 興 基 金 現 金 1,530,212 483,180 2,013,392

地域し尿 現 金 22,779,937 220,202 23,000,139

し尿処理 現 金 20,424,824 365,524 101,200 20,689,148

2,220,991,880 206,129,466 208,367,879 2,218,753,467合　　　　　　　　　計

令和元年度中増減額

基 金 の 種 類 区 分

国 民 健 康
保 険

地 域 振 興
基 金

下水処理施
設管理基金

介 護 保 険 給 付 費 準 備 基 金

財 政 調 整 基 金

減 債 基 金

公 共 施 設 整 備 等 基 金
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23　平成30年度近隣町の財政状況（普通会計）

 2．1．1現在 31．4．1現在

生
三 郷 町 23,090 169 137 0.482 0.0

平 群 町 18,889 184 103 0.482 15.6

駒 斑 鳩 町 28,361 191 148 0.543 6.9

安 堵 町 7,444 121 62 0.367 6.3

郡
計 77,784 665 117 0.469 7.2

北
上 牧 町 22,477 204 110 0.491 14.0

王 寺 町 24,223 169 143 0.648 4.0

広 陵 町 35,000 244 143 0.623 8.1

城
河 合 町 17,776 161 110 0.547 21.1

郡
計 99,476 778 128 0.577 11.8

1,078,258 9,413 115 0.578 10.7

284,523 3,213 89 0.325 7.9

1,362,781 12,626 108 0.403 8.8県　合　計（平均）

市　部　計（平均）

町　村　計（平均）

葛

職員１人
当たり人口

区       分

全 職 員 数
財政力指数
(3ヶ年平均)

実質公債費
比率

(3ヶ年平均)

住基台帳人口
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翌年度へ繰越

すべき財源

（A） （B） (A)-(B) （C） （D） (C)-(D)

88.6 11,283,257 10,723,129 560,128 55,143 504,985

98.9 8,948,325 8,846,243 102,082 27,378 74,704

93.6 9,057,653 8,713,084 344,569 31,934 312,635

97.6 3,733,116 3,541,831 191,285 84,374 106,911

94.7 33,022,351 31,824,287 1,198,064 198,829 999,235

97.5 7,823,799 7,644,677 179,122 46,636 132,486

96.1 9,599,946 9,200,737 399,209 110,030 289,179

93.8 11,105,696 10,776,679 329,017 46,761 282,256

103.4 7,091,273 7,067,589 23,684 4,701 18,983

97.7 35,620,714 34,689,682 931,032 208,128 722,904

99.4 406,728,283 397,954,384 8,773,899 2,932,668 5,841,231

95.4 144,385,201 137,844,596 6,540,605 1,025,592 5,515,013

98.4 551,113,484 535,798,980 15,314,504 3,958,260 11,356,244

歳 入 総 額

（単位：人、％、千円）

実 質 収 支歳入歳出差引

経常収支比率

歳 出 総 額
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